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Ⅰ 基本計画策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

  全国的に少子化が進行する中、当市においても児童生徒数が減少し、全体として小中学校の

小規模化が進んでおり、将来的に、教育環境への様々な課題が生じることが懸念されている。 

  次代を担う子どもたちが確かな学力を身につけ、豊かな人間性と健やかな体の育成といった

「生きる力」を育むことができる望ましい教育環境の構築と、教育の質の充実を図ることを目

的として、「大船渡市立小・中学校適正規模・適正配置基本計画」を策定する。 

 

２ 計画策定の背景 

  今日、子どもたちを取り巻く社会状況の変化などを考慮すると、小・中学校のさらなる小規

模化は、児童生徒の社会性の育成をはじめ、多様な学習活動や集団活動の展開、学校運営など

に支障を来たすものと懸念されている。 

  学校の規模等によって生じる教育上・学校運営上の諸問題を解決するとともに、教育環境を

整え、教育の質の向上を図るため、小・中学校の規模と配置の適正化を図ることが喫緊の課題

となっている。 

  こうした現状を踏まえ、将来を見据え、当市の学校教育の充実を図るため、子どもたちにと

って望ましい教育環境の整備を図る観点から、平成 26（2014）年 10 月、市内の各種団体の代

表や有識者等で構成する「大船渡市立小・中学校適正規模等検討委員会」を設置した。 

  その後、約１年にわたり検討をいただき、平成 27（2015）年 11 月、小・中学校の適正規模

及び適正配置について提言を受け、これに基づき、平成 27（2015）年 12 月、当市において「大

船渡市立小・中学校適正規模等基本方針」を定めた。 

  少子化が進行する中、学校教育が果たす役割を十分に発揮するため、適正な児童生徒数や学

級数を確保し、活力ある学校づくりを進めていく必要がある。 

  このことから、基本方針の内容をより具体化し、この取組を実践的に進めるため、ここに、

「大船渡市立小・中学校適正規模・適正配置基本計画」を定めることとした。 

 

３ 計画期間 

  本計画は、平成 29（2017）年度から令和８（2026）年度までの向こう 10 年間を展望して策

定する。このうち、平成 29（2017）年度から令和３（2021）年度までの５か年を前期、令和

４（2022）年度から令和８（2026）年度までの５か年を後期とする。 

  ただし、児童生徒数の将来推計、学級編制の基準等の制度改正、市の財政状況、社会情勢の

変化等により、必要に応じて適宜見直しを図るとともに、地域から要望等があった場合には、

本計画とは別に、柔軟かつ迅速に対応する。 
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Ⅱ 市内小・中学校の現状と今後の見通しを踏まえた教育環境の課題 

 

１ 学校規模の適正化 

 (1) 中学校 

   当市における生徒数は、今後も減少傾向が続き、平成 28（2016）年度の 924 人から、令

和４（2022）年度には 727 人、さらに、令和 10（2028）年度には 678 人まで減少するもの

と推測される。 

   令和４（2022）年度と平成 28（2016）年度の対比で、生徒数は△21.3％となり、小学校

の△11.0％（「表２ 児童数の推計」参照）に比べて減少率が大きい。さらに、令和 10（2028）

年度と平成 28（2016）年度の対比では△26.6％となり、生徒数の減少が一層深刻な状況に

なるものと見込まれる。 

   また、学級数も 38 学級から、第一中学校及び東朋中学校の統合を経て令和３年度には 26

学級に減少し、今後も全体として、学校の小規模化が加速するものと推測される。 

 

   表１から、このまま推移すると、減少率の多い順に、大船渡中学校（△37.4％）、末崎中

学校（△30.4％）となり、統合後の学校は統合年度と比較して、東朋中学校（△11.7％）、

第一中学校（△10.6％）と推測される。 

 

減少数 減少率
28 29 30 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10

（2016） （2017） （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2027） （2028）

生徒数 357 342 346 350 424 409 410 418 408 406 392 383 379 △ 96 △ 20.2
学級数 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 (△ 45) (△ 10.6)
生徒数 219 178 156 157 172 158 143 131 134 128 122 132 137 △ 82 △ 37.4
学級数 8 7 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
生徒数 92 98 86 76 67 65 68 65 74 75 76 73 64 △ 28 △ 30.4
学級数 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
生徒数 111 106 119 104 103 90 99 98 △ 40 △ 29.0
学級数 5 4 5 4 4 3 3 3 (△ 13) (△ 11.7)
生徒数 77 74 69 66 58
学級数 3 3 3 3 3
生徒数 32 29 31 28
学級数 3 3 3 3
生徒数 61 66 59 56 42
学級数 3 3 3 3 3
生徒数 56 47 44 35
学級数 3 3 3 3
生徒数 30 37 35 35
学級数 3 3 3 3
生徒数 924 871 826 803 763 743 727 733 720 712 680 687 678 △ 246 △ 26.6
学級数 38 37 36 36 27 26 25 26 25 25 24 24 24

注１）「生徒数」に特別支援学級の生徒も含む。
 ２）「学級数」に特別支援学級は含まない。
 ３）平成28年度から令和３年度までの「生徒数」及び「学級数」は各年度５月１日時点の数値、令和４年度以降は学校教育課の推計値。
 ４）日頃市中、越喜来中、吉浜中は令和２年度より第一中に統合。赤崎中と綾里中は令和３年度より東朋中として統合。
 ５）「減少数」及び「減少率」欄のうち第一中及び東朋中は統合前の学校の合計との比較。（）内は統合年度との比較。

越喜来中

吉浜中

年度 ※上段：平成及び令和、下段の（）内は⻄暦
（R10-H28）
（）内は統合
年度との比較

（R10/H28）
（）内は統合
年度との比較

第一中

大船渡中

末崎中

東朋中

学校名

中学校計

日頃市中

綾里中

表１ 生徒数の推計

赤崎中
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 (2) 小学校 

   当市における児童数は、平成 13（2001）年度の大船渡市と三陸町との合併以前から、両

市町とも減少を続けている。少子化の進行に伴い、この傾向は今後も続くものと予想されて

おり、平成 28（2016）年度と令和 10（2028）年度を比較すると、1,563 人から 1,068 人へ

と減少するものと見込まれる。 

   学級数も減少が続き、中学校と同様、今後、現在の学校数を維持した場合、多くの小学校

で小規模化が一層進むものと推測される。 

 

   表２のうち、児童数の減少率は、大きい順に、吉浜小学校（△67.2％）、日頃市小学校（△

46.7％）、猪川小学校（△39.1％）、綾里小学校（△35.6％）などとなっている。 

   特に、吉浜小学校については、複式学級が、令和元（2019）年度から１学級、令和２（2020）

年度から２学級、令和 10（2028）年度には３学級となり、さらに、日頃市小学校について

も、令和４（2022）年度に１学級、令和８（2026）年度には２学級生じるものと見込まれる。 

 

減少数 減少率
28 29 30 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10

（2016） （2017） （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2027） （2028）

児童数 133 126 121 117 121 108 119 122 133 130 124 129 120 △ 13 △ 9.8
学級数 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
児童数 154 159 151 143 139 150 154 145 146 146 142 118 112 △ 42 △ 27.3
学級数 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
児童数 146 133 138 142 141 147 139 144 132 121 113 99 96 △ 50 △ 34.2
学級数 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
児童数 71 121 119 121 121 119 115 108 114 106 96 84 84 △ 33 △ 28.2
学級数 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 (△ 37) (△ 30.6)
児童数 46
学級数 6
児童数 320 313 307 307 296 307 290 281 256 239 228 212 195 △ 125 △ 39.1
学級数 12 12 12 12 12 12 12 12 12 10 9 9 8
児童数 199 192 193 197 198 190 194 191 179 171 172 161 150 △ 49 △ 24.6
学級数 8 7 8 8 8 6 6 6 6 6 6 6 6
児童数 75 75 70 75 71 67 60 57 53 47 47 43 40 △ 35 △ 46.7
学級数 6 6 6 6 6 6 5 5 5 5 4 5 4
児童数 169 163 161 140 119 116 111 118 116 118 119 120 121 △ 48 △ 28.4
学級数 7 7 7 7 6 6 6 6 6 6 6 6 6
児童数 101 95 97 89 92 84 86 80 79 77 77 71 65 △ 36 △ 35.6
学級数 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
児童数 85 83 78 80 81 74 75 79 74 73 66 68 64 △ 21 △ 24.7
学級数 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
児童数 64 55 52 49 46 45 47 45 44 39 32 28 21 △ 43 △ 67.2
学級数 6 6 6 5 4 4 4 4 4 4 4 4 3
児童数 1,563 1,515 1,487 1,460 1,425 1,407 1,390 1,370 1,326 1,267 1,216 1,133 1,068 △ 495 △ 31.7
学級数 81 74 75 74 72 70 69 69 69 67 65 66 63

注１）「児童数」に特別支援学級の児童も含む。
 ２）「学級数」に特別支援学級は含まない。
 ３）平成28年度から令和３年度までの「児童数」及び「学級数」は各年度５月１日時点の数値、令和４年度以降は学校教育課の推計値。
 ４）蛸ノ浦小は平成29年度より赤崎小学校に統合。
 ５）「減少数」及び「減少率」欄のうち赤崎小は、統合前の学校の合計との比較。（）内は統合年度との比較。

表２ 児童数の推計

小学校計

立根小

日頃市小

大船渡北小

綾里小

越喜来小

吉浜小

盛小

大船渡小

末崎小

赤崎小

蛸ノ浦小

猪川小

学校名
年度 ※上段：平成及び令和、下段の（）内は⻄暦

（R10-H28）
（）内は統合
年度との比較

（R10/H28）
（）内は統合
年度との比較
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 (3) 規模の適正化の必要性 

   小規模な学校では、少人数ゆえに一人ひとりの活動の機会が多い反面、児童生徒の交流が

限られ、多様なものの見方ができなくなったり、また、クラス替えができないために、人間

関係の序列化や交友関係の固定化に伴い、少数意見により団体行動が規制されることなどが

懸念されている。それぞれの学校において、教職員や保護者、地域の方々の創意工夫により、

課題の克服に努めているが、それも自ずと限界がある。今後のさらなる小規模化が学校教育

に及ぼす影響は大きく、その解消に向けた取組が急務となっている。 

 

２ 学校施設の老朽化への対応 

  学校施設のうち、当市における校舎の建築経過年数（令和２（2020）年度末現在。以下同様。）

をみると、小学校では、年数が多い順に、末崎小学校（50 年）を先頭に、大船渡北小学校（46

年）、大船渡小学校（43 年）、猪川小学校（42 年）、日頃市小学校（41 年）と、40 年以上経過

が５校という現状である。 

  同様に、中学校では、50 年以上経過し、改築工事を進めている第一中学校（58 年）のほか

は、経過年数の多い順に、大船渡中学校（38 年）、末崎中学校（34 年）となっている。 

  当市では、学校施設の長寿命化対策として、耐震性の確保を最優先課題に位置づけ、平成

25 年度に大船渡市学校施設耐震化計画を策定した。対象施設について、すべて平成 28 年度ま

でに耐震化を完了しているが、小・中学校の校舎については全体的に老朽化が進行しており、

教育環境の改善と耐久性の確保を図るため、学校の適正配置と整合を図りながら、計画的な改

修・改築等に取り組んでいく必要がある。 
 

  図１ 校舎建築経過年数 

 

   注１）棟によって建築年度が異なる学校の場合、建築年月が最も古い棟で経過年数を把握。 

    ２）第一中は令和４（2022）年度に校舎及び屋内運動場が完成予定。 
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Ⅲ 適正規模・適正配置の具現化 

 

１ 規模及び配置の適正化の手法 

  学校規模の適正化を図る手法としては、通学区域の変更（学区の再編）と学校の統廃合の２

つがある。 

  このうち、通学区域の変更は、一般に、在校生の調整をはじめ、新たな学区と学校との位置

関係、行政区や地域コミュニティへの影響などを考慮しなければならず、慎重な検討が必要と

考える。 

  したがって、当市では、統廃合により学校規模の適正化を図りながら、配置の適正化につい

ても取り組んでいく。 

 

２ 学校統合に係る基本方針 

  学校の規模及び配置の適正化に向け、学校統合を進めるにあたっては、次に掲げる事項を基

本に取り組んでいくこととする。 

 ○ 大船渡市立小・中学校適正規模等基本方針※に基づき、児童生徒数の将来見込みをはじめ、

地理的条件や地域のつながり、学校と地域との係わりなどを十分考慮すること。 

 ○ 中学校において、生徒数及び学級数の減少から、既に部活動や教員配置等、学校運営に影

響が出ていることから、単学級の解消を念頭に置き、優先して統合を進めていくこと。 

 ○ 統合後の学校は、原則として既存の校舎を活用することとし、位置、周辺環境、児童生徒

の通学距離、既存校舎の校地面積、校舎の建築経過年数、老朽化の状況や教室数等を総合的

に勘案して決定すること。 
 

＜参考＞ ※ 大船渡市立小・中学校適正規模等基本方針（要点整理） 

 ・ 当市における小・中学校の適正規模は、原則として、小学校については各学年１学級以

上、中学校については各学年２学級以上とする。 
 
 ・ 地域コミュニティとの係わりや地域的要因、保護者や地域住民の意見等を考慮した結果、

11 学級以下の小規模校のまま存続させることはやむを得ない。 
 
 ・ 小学校において、複式学級の措置が取られ、以降も継続する可能性が高い学校において

は、近隣の学校との統合を検討する。また、複式学級の措置がとられていない場合でも、

一定程度の集団を形成することで教育環境に良い影響が与えられ、保護者や地域住民の理

解が得られると判断される場合には、積極的に統合を進める。 
 
 ・ 適正な通学距離は、概ね小学校で４km 以内、中学校で６km 以内とし、これを超える区域

は遠距離通学区域として、スクールバスの運行を検討する。 
 
 ・ 遠距離通学区域外でも、学校の統合や移転により通学の状況が著しく変化した地域につ

いて、公共交通機関の運行状況を見極めながら、必要に応じて通学手段の確保について検

討する。 

 

３ 検討対象校の抽出 

  小学校、中学校ともに、児童生徒数の増減率や校舎の建築経過年数などに関し、一定の判断

基準をもとに、学校の規模や配置の適正化を図るべき対象校を選定することとする。 

  なお、児童生徒数の増減率については、平成 28（2016）年度と令和 10（2028）年度の対比

とする。 
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 (1) 中学校 

   市内の生徒数の増減率と校舎の建築経過年数の関係をまとめると、図２のとおりとなる。 

 

   中学校においては、すべての教科（９教科）の指導教員を確保し、免許外指導や非常勤講

師の解消を図るため、先に策定した大船渡市立小・中学校適正規模等基本方針では、中学校

の規模は、原則として、各学年２学級以上と定めた。 

   これを実現するには、市内各町の区域を越えた統合が不可欠であり、図２と２ページの「表

１ 生徒数の推計」をもとに、次に掲げる判断基準毎に検討対象校を抽出する。 

 

判 断 基 準 該 当 校 

平成 29（2017）年度以降、今後も１学年当たり１学

級が続くと見込まれる 
末崎中 

平成 28（2016）年度と比較して、令和 10（2028）年

度における生徒数の著しい減少（減少率 20％以上）

が見込まれる（第一中、東朋中を除く） 

大船渡中、末崎中 

令和２（2020）年度末現在で、校舎の建築経過年数

が 30 年以上である（第一中を除く） 
大船渡中、末崎中 

 

 

 

 

 

第一中
58年
-20.2%

大船渡中
38年
-37.4%

末崎中
34年
-30.4%

東朋中
5年
-29.0%

-40.0%

-35.0%

-30.0%

-25.0%

-20.0%

-15.0%

-10.0%

-5.0%

0.0%

年 10年 20年 30年 40年 50年 60年 70年

生
徒
数
の
増
減
率

校舎建築経過年数

図２ 生徒数の増減率と校舎建築経過年数
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 (2) 小学校 

 

   市内の児童数の増減率と校舎の建築経過年数の関係をまとめると、図３のとおりとなる。 

   図３と３ページの「表２ 児童数の推計」をもとに、次に掲げる判断基準毎に検討対象校

を抽出する。 
 

判 断 基 準 該 当 校 

令和４（2022）年度以降複式学級が見込まれる 吉浜小、日頃市小 

平成 28（2016）年度と比較して、令和 10（2028）年

度における児童数の著しい減少（減少率 20％以上）

が見込まれる 

大船渡小、末崎小、赤崎小、 

猪川小、立根小、日頃市小、 

大船渡北小、綾里小、越喜来小、 

吉浜小 

令和２（2020）年度末現在で、校舎の建築経過年数

が 30 年以上である 

大船渡小、末崎小、猪川小、日

頃市小、大船渡北小 

 

 

 

 

 

盛小
11年
-9.8%

大船渡小
43年
-27.3%

末崎小
50年
-34.2%

赤崎小
5年
-28.2%

猪川小
42年
-39.1%

立根小
29年
-24.6%

日頃市小
41年
-46.7%

大船渡北小
46年
-28.4%

綾里小
23年
-35.6%

越喜来小
5年
-24.7%

吉浜小
24年
-67.2%

-80.0%

-70.0%

-60.0%

-50.0%

-40.0%

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

年 10年 20年 30年 40年 50年 60年

児
童
数
の
増
減
率

校舎建築経過年数

図３ 児童数の増減率と校舎建築経過年数
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４ 検討対象校毎の適正化 

 (1) 中学校 

  ① 適正化のあり方 

    対象校毎に、生徒数や学級数の推移、校舎の建築経過年数などから、今後、下表のとお

り適正化に向けて取り組むこととする。 

    なお、「区分」欄は統合の組合せを、「生徒数・学級数」欄の（ ）内は学級数を表す。 
 

（単位：人、学級、％）  

区分 学校名 

生徒数・学級数 
生徒数・学級数の推移予測 

と適正化の方向性等 
統合後 
の校舎 

検討・実施時期 

H28 年度 
（2016） 

R10 年度 
（2028） 

減少率 前期 後期 

Ａ 大船渡中 219 
（8） 

137 
（6） 

△37.4 当面、各学年２学級で推移。令和
10（2028）年度の生徒数は、平成 28
（2016）年度の約６割まで減少。 
 
※築後 39 年経過。 

大船渡中 ○ ○ 

末崎中 92 
（3） 

64 
（3） 

△30.4 各学年１学級が継続。生徒数の減
少が加速し、令和２（2020）年度以
降、全校で 60 人台へ。 
 
※築後 35 年経過。大船渡中との統
合に合わせ、末崎小移転を検討。 

 第一中 

日頃市中 

越喜来中 

吉浜中 

475 
（21） 

379 
（12） 

△20.2 令和２年度に統合し、当面、各学年
４学級が継続。 
 
※令和４年度に校舎及び屋内運動
場改築完了予定。 

第一中 ○  

 東朋中 

赤崎中 

綾里中 

138 
（6） 

98 
（3） 

△29.0 令和３年度に統合し、当面、学年に
よって１学級又は２学級で推移。 
 
※築後５年経過。 

赤崎中 ○  

※第一中及び東朋中の平成 28（2016）年度の生徒数及び学級数は統合前の学校の合計。 
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  ② 適正配置の方向性等 
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  ③ 統合対象校の生徒数及び学級数の推移予測 

    ①で取り上げた統合対象校について、統合の組合せ別に、今後における生徒数及び学級

数は、次のとおり推移するものと予測される。 

 

Ａ：大船渡中学校＋末崎中学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大船渡中学校

生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数

１年 43 2 49 2 59 2 58 2 37 2 46 2 43 2 40 2 38 2 38 2 47 2 46 2
２年 59 2 43 2 49 2 59 2 59 2 37 2 46 2 43 2 40 2 38 2 38 2 47 2
３年 71 3 58 2 43 2 49 2 59 2 59 2 37 2 46 2 43 2 40 2 38 2 38 2
計 173 7 150 6 151 6 166 6 155 6 142 6 126 6 129 6 121 6 116 6 123 6 131 6

末崎中学校

生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数

１年 32 1 22 1 22 1 22 1 20 1 25 1 20 1 29 1 25 1 19 1 24 1 17 1
２年 31 1 31 1 22 1 22 1 22 1 20 1 25 1 20 1 29 1 25 1 19 1 24 1
３年 32 1 31 1 31 1 22 1 22 1 22 1 20 1 25 1 20 1 29 1 25 1 19 1
計 95 3 84 3 75 3 66 3 64 3 67 3 65 3 74 3 74 3 73 3 68 3 60 3

◎大船渡中学校＋末崎中学校

生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数

１年 75 3 71 3 81 3 80 3 57 2 71 3 63 2 69 2 63 2 57 2 71 3 63 2
２年 90 3 74 3 71 3 81 3 81 3 57 2 71 3 63 2 69 2 63 2 57 2 71 3
３年 103 3 89 3 74 3 71 3 81 3 81 3 57 2 71 3 63 2 69 2 63 2 57 2
計 268 9 234 9 226 9 232 9 219 8 209 8 191 7 203 7 195 6 189 6 191 7 191 7

注１）「生徒数」に特別支援学級の生徒は含まない。
 ２）「学級数」に特別支援学級は含まない。
 ３）平成29年度から令和３年度までの「生徒数」及び「学級数」は各年度５月１日時点の数値、令和４年度以降は学校教育課の推計値。

（2026） （2027） （2028）
R10年度

（2017） （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） （2024） （2025）
R４年度 R５年度 R６年度R３年度 R７年度 R８年度 R９年度

（2025） （2026） （2027）

学年
H29年度 H30年度 R元年度 R２年度

R10年度
（2017） （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） （2024）

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度
（2028）

学年

学年
H29年度 H30年度 R元年度

H29年度
（2017） （2018）

H30年度 R元年度
（2019）

R２年度

R８年度
（2026）

R９年度
（2027）

R２年度
（2020）

R３年度
（2021）

R４年度
（2022）

R９年度

R10年度
（2028）

R５年度
（2023）

R６年度
（2024）

R７年度
（2025）
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 (2) 小学校 

  ① 適正化のあり方 

    対象校毎に、児童数や学級数の推移、校舎の建築経過年数などから、今後、下表のとお

り適正化に向けて取り組むこととする。 

    なお、「区分」欄は統合の組合せを、「児童数・学級数」欄の（ ）内は学級数を表す。 
 

（単位：人、学級、％）  

区分 学校名 
児童数・学級数 

児童数・学級数の推移予測 
と適正化の方向性等 

統合後 
の校舎 

検討・実施時期 

H28 年度 
（2016） 

R10 年度 
（2028） 

減少率 前期 後期 

Ｂ 大船渡小 154 
（6） 

112 
（6） 

△27.3 令和 10（2028）年度には児童数が 112
名まで減。 
  ↓ 
今後の児童数の推移を注視し、状況に
よっては統合を検討。 
※昭和 53（1978）年建築の特別教室棟
と、管理・教室棟の一部は、築後 43 年
経過。耐震改修済。 

大船渡小 ○ ○ 

大船渡北小 169 
（7） 

121 
（6） 

△28.4 令和 10（2028）年度には児童数が 121
名まで減。 
  ↓ 
今後の児童数の推移を注視し、状況に
よっては統合を検討。 
※築後 46 年経過。 

 末崎小 146 
（6） 

96 
（6） 

△34.2 当面、複式学級は見込まれない。 
  ↓ 
当面、現状のまま。大船渡中と末崎中
との統合を進め、空き校舎となる末崎
中への移転を検討。 
※築後 49～50 年経過。 

   

 猪川小 320 
（12） 

195 
（8） 

△39.1 減少率は大きいが、当面、複式学級は
見込まれない。 
  ↓ 
当面、現状のまま。 
※昭和 54（1979）年建築の管理・教室
棟は 42 年、昭和 56（1981）年建築の教
室棟は 40 年経過。耐震改修不要。 

   

 綾里小 101 
（6） 

65 
（6） 

△35.6 当面、複式学級は見込まれない。 
  ↓ 
当面、現状のまま。 
※築後 23 年経過 

   

 日頃市小 75 
（6） 

40 
（4） 

△46.7 令和 10（2028）年度には児童数が 40
名まで減。令和４（2022）年度に複式学
級が１学級、令和８（2026）年度には２
学級発生する見込み。 
  ↓ 
今後の児童数の推移を注視し、状況に
よっては統合を検討。 
※築後 41 年経過。 

統 合 の 組
合 せ に つ
いて地元と
協議 

 ○ 

 吉浜小 64 
（6） 

21 
（3） 

△67.2 複式学級が、令和元（2019）年度から１
学級、令和２（2020）年度から２学級と
なり、令和 10 年度には３学級となる見
込み。 
  ↓ 
他校との統合を検討。 
※築後 24 年経過。 

〃 ○ ○ 
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  ② 適正配置の方向性等 
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  ③ 統合対象校の児童数及び学級数の推移予測 

    ①で取り上げた統合対象校について、今後における児童数及び学級数は、次のとおり推

移するものと予測される。 

 

 

 

 

 

大船渡小学校

生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数

１年 29 1 19 1 21 1 22 1 33 1 26 1 21 1 21 1 22 1 17 1 11 1 20 1
２年 23 1 29 1 19 1 21 1 21 1 33 1 26 1 21 1 21 1 22 1 17 1 11 1
３年 24 1 22 1 28 1 20 1 21 1 21 1 33 1 26 1 21 1 21 1 22 1 17 1
４年 26 1 24 1 22 1 27 1 20 1 21 1 21 1 33 1 26 1 21 1 21 1 22 1
５年 28 1 26 1 24 1 22 1 27 1 20 1 21 1 21 1 33 1 26 1 21 1 21 1
６年 23 1 27 1 26 1 23 1 22 1 27 1 20 1 21 1 21 1 33 1 26 1 21 1
計 153 6 147 6 140 6 135 6 144 6 148 6 142 6 143 6 144 6 140 6 118 6 112 6

大船渡北小学校

生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数

１年 18 1 20 1 20 1 16 1 14 1 20 1 24 1 18 1 21 1 21 1 16 1 21 1
２年 26 1 18 1 20 1 19 1 17 1 14 1 20 1 24 1 18 1 21 1 21 1 16 1
３年 17 1 26 1 17 1 19 1 17 1 17 1 14 1 20 1 24 1 18 1 21 1 21 1
４年 35 1 18 1 26 1 17 1 20 1 17 1 17 1 14 1 20 1 24 1 18 1 21 1
５年 39 2 35 1 17 1 24 1 16 1 20 1 17 1 17 1 14 1 20 1 24 1 18 1
６年 25 1 38 2 35 2 17 1 24 1 16 1 20 1 17 1 17 1 14 1 20 1 24 1
計 160 7 155 7 135 7 112 6 108 6 104 6 112 6 110 6 114 6 118 6 120 6 121 6

◎大船渡小学校＋大船渡北小学校

生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数

１年 47 2 39 2 41 2 38 2 47 2 46 2 45 2 39 2 43 2 38 2 27 1 41 2
２年 49 2 47 2 39 2 40 2 38 2 47 2 46 2 45 2 39 2 43 2 38 2 27 2
３年 41 2 48 2 45 2 39 2 38 2 38 2 47 2 46 2 45 2 39 2 43 2 38 2
４年 61 2 42 2 48 2 44 2 40 2 38 2 38 2 47 2 46 2 45 2 39 2 43 2
５年 67 2 61 2 41 2 46 2 43 2 40 2 38 2 38 2 47 2 46 2 45 2 39 2
６年 48 2 65 2 61 2 40 2 46 2 43 2 40 2 38 2 38 2 47 2 46 2 45 2
計 313 12 302 12 275 12 247 12 252 12 252 12 254 12 253 12 258 12 258 12 238 11 233 12

注１）「児童数」に特別支援学級の生徒は含まない。
 ２）「学級数」に特別支援学級は含まない。
 ３）平成29年度から令和３年度までの「児童数」及び「学級数」は各年度５月１日時点の数値、令和４年度以降は学校教育課の推計値。

（2023） （2024） （2025）（2018） （2019） （2020） （2021） （2022）

（2027）

R９年度
学年

H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度
（2026） （2027）（2017）

（2017） （2018） （2019） （2020） （2021） （2022）
R５年度 R６年度 R７年度 R８年度
（2023） （2024） （2025） （2026）

R９年度

（2026） （2027）

学年
H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度

（2017） （2018） （2019） （2020） （2021） （2022）
R８年度 R９年度

学年
H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度

（2023） （2024） （2025）
R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

（2028）

R10年度
（2028）

R10年度
（2028）

R10年度
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Ⅳ 学校の統廃合を進めるうえで配慮すべき事項 

 

１ 学校と地域の関係への配慮 

  学校は、地域社会の将来を担う人材を育てる場であり、地域住民の交流の場としての性格を

有していることから、十分に地域の意見、提言を伺い、保護者や地域住民との共通理解を図り

ながら取り進めていく。 

 

２ 児童生徒への配慮 

  学校統合による児童生徒の教育環境の変化などに対応するため、児童生徒の不安や動揺をで

きる限り軽減できるよう、スクールカウンセラーや相談員の活用を図るとともに、統合前から

学校間での交流活動を計画的に実施する。 

 

３ 通学上の安全確保 

  学校統合により、新たに遠距離通学となる、あるいは、遠距離通学区域外でも、学校の統合

や移転により通学の状況が著しく変化した地域に居住している児童生徒については、大船渡市

立小・中学校適正規模等基本方針を踏まえ、公共交通機関の運行状況を見極めながら、必要に

応じてスクールバスの運行など、通学手段の確保について検討する。 

 

４ 学校統合に伴う廃校施設の取扱い 

  統合により廃校となった学校の施設や敷地については、別途、検討委員会を設置し、全市的

な行政需要を踏まえたうえで、当市としての有効活用のあり方や、地域との協議で示された意

見、提言等をもとに、当該施設及び地域の状況に応じた利用や処分について検討を行うものと

する。 

 

 

Ⅴ 適正配置を円滑に進めるための取組 

  学校の適正配置を進めるにあたっては、児童生徒数の推移、通学距離、地理的条件、地域の

事情などを十分考慮し、保護者や地域住民との話し合いを行いながら段階的に進めていく。 

 

１ 地元説明会の開催 

  検討対象校の保護者や地域住民に対する説明会を開催して、学校の適正配置の必要性や適正

配置に向けた環境整備について理解と協力を得る。 

 

２ 地元関係団体の代表等による協議組織の設置 

  学校の適正配置に向け、地元関係団体の代表等からなる協議組織を設置し、住民の合意形成

を図る。 

 

３ 統合推進組織の設置 

  学校やＰＴＡ、地域のコミュニティ組織など、統合対象校の関係者で構成する統合推進組織

を設置し、校名や校歌、校章の作成など、統合に必要な事項について協議を行う。 
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４ 実施計画の策定 

  ３の統合推進組織での協議と並行して、市において、庁内調整を図りながら実施計画の策定

に取り組む。 


